
介護とICT
〜いきいき介護革命〜

４年：遠藤、神澤、後藤

３年：古澤、和田、渡邉（智）

２年：杉本、須田、渡邊（豪）



未来投資戦略2017
―Society 5.0 の実現に向けた改革―

団塊の世代が75 歳以上になる2025 年問題に間に合うように

技術革新を最大限活用し、個人・患者本位で、

最適な健康管理と診療、

自立支援に軸足を置いた介護など、

新しい健康・医療・介護システムを構築する。



2025年問題



人口と高齢化率の推移と見通し

出典：みずほ総合研究所
「少子高齢化で労働力人口は4 割減」



介護費の増大

出典：介護費の動向について
（平成28年３月 厚生労働省老健局）



自立支援とは



介護保険法①

第一章 総則 (目的) 

第一条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因

する疾病等により 要介護状態となり、入浴、排せつ、食事等の

介護、機能訓練並びに看護及び療 養上の管理その他の医療

を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、 その有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保

健 医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、国

民の共同連帯の理 念に基づき介護保険制度を設け、その行う

保険給付等に関して必要な事項を 定め、もって国民の保健医

療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。



介護保険法②
（介護保険）

第二条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態に関し、必要な保険給付
を行うものとする。

２ 前項の保険給付は、要介護状態又は要支援状態の軽減又は悪
化の防止に資するよう行われるとともに、医療との連携に十分配慮して行われ
なければならない。

３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、
被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業
者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない
。

４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合において

も、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生
活を営むことができるように配慮されなければならない。



介護保険制度の基本理念

高齢者が自らの意思に基づき、

自らの有する能力を最大限に活かして、

自立した質の高い生活を送ることができるよう支援
すること

「自立支援」



介護の現状



介護現場の現状

現場の抱える悩み

・人手が足りない(50.9％)

・賃金が安い(42.3％)

・有給休暇が取得できない(34.6％)

・身体的負担が大きい(30.4％)

・業務に対する評価が低い(29.4％)

・精神的にきつい(27.9％)
公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査」（平成27年度）

http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h27_chousa_roudousha_chousahyou.pdf
http://益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査」（平成27年度）


労働力不足の原因

介護職員に聞いた人手が不足する理由

・採用が困難である(68.3％)

・事業を拡大したいが人材確保が難しい(19.3％)

・離職率が高い(17.５％)

採用が困難な理由

・賃金が安い(57.4％)

・仕事がきつい(48.3％)

・社会的評価が低い(40.8)

・休みがとりにくい(23.0％)

・雇用が不安定(16.6％)



介護職員と要介護者の増加

出典 介護人材の確保について,厚生労働省,2015



出典 好奇心の種を育てる http://www.quwechan.com/entry/2016/04/03/225639

要介護者数の増加予想



介護人材不足の見通し

出典 2025年に向けた介護人材にかかる需給推計(確定値)について,厚生労働省,2015



介護現場の現状

現場の抱える悩み
・人手が足りない(50.9％)
・賃金が安い(42.3％)
・有給休暇が取得できない(34.6％)
・身体的負担が大きい(30.4％)
・業務に対する評価が低い(29.4％)
・精神的にきつい(27.9％)

公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査」（平成27年度）

http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h27_chousa_roudousha_chousahyou.pdf


介護士の賃金

介護士の給料は低い？

介護職員処遇改善加算制度
要件：キャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、職場環境等要件

→満たすと、事業所が交付金をもらい、職員の給料に

(充足度合により加算額変動)

取得状況…90.0％(H28年度)
出典: 平成２８年度介護従事者処遇状況等調査結果の概要



賃金比較

介護士月給 289,780円 (H28年9月)

(=基本給179,680円+手当64,240円+賞与45,860円)
※参考 280,250円 (H27年9月)

全職種平均 329,600円

→改善傾向にはあるが、約40,000円の差がある

出典: 平成２８年度介護従事者処遇状況等調査結果の概要



なぜ賃金が低い？

①介護報酬

…介護保険が適用される介護サービスを提供した
事業所や施設に、サービスの対価として介護保
険から支払われる費用の公定価格

②非正規雇用



①介護報酬

介護報酬

…要介護度に応じて決まる公定価格。上限あり

↓

独自の方法で収益を上げられない

＝職員の給料上げづらい

介護報酬のうち

70％(施設介護)、90%(訪問介護)ほどが人件費

出典: https://style.nikkei.com/article/DGXKZO84140670Z00C15A3TJP001/



②非正規雇用

正規雇用：56.7％

非正規雇用：41.0％

正規雇用：289,780円

(=基本給179,680円+手当64,240円+賞与45,860円)

非正規雇用：210,870円

(=基本給148,110円+手当37,880円+賞与24,880円)

学歴
性別

勤続年数



介護現場の課題 施設不足

施設の定員に対して3.4倍の入所希望者



通所介護の事業所数

出典 厚生労働省

→介護施設は増えているが、サービス・介護職
が減っており、需要が満たせない



２０２５年の施設サービス不足状況



介護現場（事業者）の課題 まとめ

介護人材の不足

・生産人口の減少・高
齢化

・賃金の低さ

・介護職のイメージ

高齢化による
介護保険費用の増大



自立支援の必要性

利用者からしても

事業者からしても

自立支援
に向けて取り組むことが必要！



ICTの現状



第四次産業革命の到来

第一次産
業革命

第二次 第三次 第四次

18世紀後半、蒸
気・石炭を動力
源とする軽工業
中心の経済発展
および社会構造

の変革。

19世紀後半、電
気・石油を新た
な動力源とする
重工業中心の経
済発展および社
会構造の変革。

20世紀後半、コ
ンピューターな
どの電子技術や
ロボット技術を
活用したマイク
ロエレクトロニ
クス革命。

2010年代現在、
デジタル技術の
進展と、あらゆ
るモノがインタ
ーネットにつな
がるIoTの発展。



医療部門でのAIやビッグデータの活用

医療・ヘルスケア分野は、AIの基盤整備やデータ
の利活用等の観点から、「未来投資戦略2017」に
おいても重要な分野として言及されている。海外
（米国など）の大手ICT企業やベンチャー企業を
中心とした開発が進行中である。

医療診断 米IBM ・人工知能Watson
医療分野を最初に立ち上げ、がんを中心とした医

療診断サポートに注力。

米Google ・Google傘下で、かつてプロ囲碁棋士を破った人工
知能AlphaGoを開発したDeepMind社のAIを利用し
た医療診断サポートのシステムを開発。



AIとは

Artificial Intelligence（人工知能）の略

人間の知的活動をコンピュータによって実現するもの

自ら考える力が備わっている

ロボット

すでに組み込まれたプログラム外のこと

に関しては対応ができない



AIとは



2020

更なる知識獲得 →教育、秘書

-

行動に基づく抽象化、環境認識能力の大幅向上 →家事や介護、感情労働の代替

2016以降 （現在はまだこの段階）

行動とプランニング →自動運転、ロボット活用がすすむ

2015

行動予測、環境認識 →ビックデータ活用、防犯・監視



AI 国や市町村の取り組み①

AIを使用したケアプラン作成

重要な

計画書

関係者

との連携
が必要

専門知識
が必要

施設側の
負担軽減

利用者の自立

＜ケアプラン＞
＜AI導入＞



AI 国や市町村の取り組み①

AIを使用したケアプラン作成
現状：準備段階

2016年10月 政府がAIを利用してケアプランを作成する方針を明らかに

2017年4月 セントケア・ホールディングが、ケアプランの内容をAIが提案
するシステムを手がける新会社「CDI」を設立したと発表

2017年7月 愛知県豊橋市がCDIと協定を締結本格的にAIを使ってケア
プラン作成する準備を開始

2017年11月 ケアプラン作成を支援する人工知能の利用を開始



AI 国や市町村の取り組み②

人工知能搭載みまもり介護ロボット

「Tapia（タピア）」

みまもり
機能

会話機能

生活
サポート
機能



ロボットとは

センサー

技術

知能・

制御技術
駆動技術



介護現場のニーズ



介護ロボット重点分野

出典：経済産業省「ロボット技術の介護
利用における重点分野」（H29,10,12最新版）



介護ロボットの領域

介護支援型

自立支援型
コミュニケー
ション・

セキュリティ型

※公益社団法人かながわ福祉サービス振興会介護ロボット推進本部公式HP参照



介護支援型

▶介護業務の支援

▶課題：「人の手」頼りの介護業務による身体的負担

▶期待：介護従事者の負担減少

被介護者の精神的負担減少



介護支援型 『HAL®介護支援用スーツ』



介護支援型 『リショーネPlus』



自立支援型

▶日常生活における被介護者の自立支援

▶課題：受け身の介護

▶期待：利用者の生活力の向上

利用者の自立した生活への意欲向上



自立支援型
『マイスプーン』 『キューレット』 『ACSIVE』



コミュニケーション・セキュリティ型

▶メンタルケア・見守り

▶課題：被介護者は精神的にも傷ついている

▶期待：利用者のメンタルケア

セルフケアの活動にも効果あり



コミュニケーション型
『パロ』 『Pepper』



セキュリティ型
『シルエット見守りセンサー』



国内におけるロボット市場規模推移と予測

出典：「コミュニケーションロボット市場に関する調査を実施(2017)」
「介護ロボット市場に関する調査を実施(2016)」矢野経済研究所



H23-H26介護ロボット支援成果

出典：「高齢者介護における介護ロボットの活用について」
(2015,12,17)厚生労働省p.23



実際の介護ロボット種別導入率

出典：「介護ロボットONLINE―介護ロボット、導入してる？-」
(株)ウェルクス運営



ビッグデータとは？

ビッグデータの定義(平成24年版情報通信白書)

→「事業に役立った知見を導入するためのデータ」

ビックデータの種別に関する４分類（平成２９年版情報通信白書）

ビッグデータビジネスとは？

→「ビッグデータを用いて社会、経済の問題解決や、

業務の付加価値向上を行う、あるいは支援する事業」



BD 国内における主な制度的措置 p65
官民データ活用推進基本法

一条 目的：

インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて
流通する多様かつ大量の情報を活用することにより、急速
な少子高齢化の進展への対応等の我が国が直面する課
題の解決に資する環境をより一層整備することが重要であ
ることに鑑み、…官民データ活用の推進に関する施策を総
合的かつ効果的に推進し、もって国民が安全で安心して暮
らせる社会及び快適な生活環境の実現に寄与する。

→データ流通の拡大

→超少子高齢化社会の諸課題解決



ビッグデータの活用事例 ①

予測型見守りシステム「ネオスケア」(NKワークス株式会社)

→蓄積された履歴データの活用による精度の高い介護

例 ADL(日常生活動作）



ビッグデータの活用事例 ②

株式会社ウチヤマホールディングスの実証実験

→現場でも気づきにくい効率化のポイントが浮かび上がる

介護の効率化

ビックデータ



ビッグデータ 将来

今まで：

→データ分析による効果が不十分。

これから：

→・介護分野においても幅広いサービスの提供

健康 介護医療

健康 介護医療



ICTを活用した自立支援

介護現場の課題解決

自立支援達成

人工知能

ビックデータ

ロボット

クラウド

課題
１．介護保険費用の増大
２．介護人材の不足



提言 構成

３ 制度によるICT技術導入支援

（１）介護報酬加算制度

（２）シンボルマーク

1.人工知能（ビックデータ）活用事
業

（１）直接業務→間接業務
（２）介護業界の地位向上

２ ロボット事業

ロボット貸与事業と

環境づくり



提言１

AIによるケアプラン作成で予防介護・健康増進

• 株式会社CDI

お世話型介護 自立支援型介護

過剰介護 → 適正介護

家族負担
軽減中心

→
生活機能
改善中心

職人的介
護

→
科学的介

護

直接業務



株式会社CDIの例

人工知能（AI）によるケアプラン作成プロジェクト

「ハイブリッド型ケアマネジメント」

CDI × 愛知県豊橋市 の取り組み

ケアマネージャー３３名によるAI利用

自立支援に関するセミナーを共催

匿名加工した豊橋市の介護保険データを活用

利用者の個別状態を考慮することができる

直接業務



ハイブリッド型ケアプラン作成の効果

直接業務

ケアマネージャー
の負担軽減 利用者の自立



ハイブリッド型ケアプラン作成

• そもそも

人工知能を直接業務に活用することは適切なのか

識別

• 音声認識

• 画像認識

• 動画認識

• 言語解析

予測

• 数値予測

• マッチング

• 意図予測

• ニーズ予測

実行

• 表現生成

• デザイン

• 行動最適化

• 作業の自動
化

直接業務



2020

更なる知識獲得 →教育、秘書

-

行動に基づく抽象化、環境認識能力の大幅向上 →家事や介護、感情労働の代替

2016以降 （現在はまだこの段階）

行動とプランニング →自動運転、ロボット活用がすすむ

2015

行動予測、環境認識 →ビックデータ活用、防犯・監視



ハイブリッド型ケアプラン作成 課題

１．早めの導入:

データ管理の一元化、データ連携、有用なデータを収集

２．事業者間のデータ共有:

地域連携（オープンデータの有効活用）

３．個人情報の保護、データの管理責任:

プライバシー保護（パーソナルデータの正しい活用）

４．ICT技術を活用する土台・環境作り

５．そもそもICT技術の発展が必要

→よってまず ICT技術導入の環境づくりが急務

直接業務



深刻な人材不足

○2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定
値）

介護人材の需要見込み（2025年度） 253.0万人

現状推移シナリオによる介護人材の供給見込み（2025年度） 215.2万人

需給ギャップ 37.7万人

・少子高齢化
・介護職の不人気
・大学の福祉科や専門学校の不人気
・施設は増えているが労働者が減っている

HRテック（間接業務）

人材確保
地位向上



１．現場 問題点

介護現場の
ニーズに開
発者側が答
えきれていな

い。

現場の抱える悩み

・人手が足りない(50.9％)

・賃金が安い(42.3％)

・有給休暇が取得できない(34.6％)

・身体的負担が大きい(30.4％)

・業務に対する評価が低い(29.4％)

・精神的にきつい(27.9％)

公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査」（平成27年度）

HRテック

http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h27_chousa_roudousha_chousahyou.pdf


人手不足を解
消し、業務効
率を上げる
（介護現場の
ニーズ）

最適なサービ
スを提供（利
用者のニー

ズ）

提言１，２，３

現場 問題点 HRテック



提言１

１．間接業務の代替
人材不足解消

・HRテックの応用（ベン
チャー企業と連携）

→管理部門（間接・バック
オフィス業務）を人工知能
が代替。

２．地位向上
新たな人材確保

・管理部門をオフィスビル
に移転（施設と管理部門と
が別個に存在する状態）

・広告（CM）

HRテック



１．バックオフィス業務について

AIに代替される仕事・されない仕事

出典 エン・ジャパン https://corp.en-japan.com/newsrelease/2016/3245.html

HRテック



間接業務への人工知能導入 HRテック

従来

直接業務
（ケアプラン作
成、介護など）

間接業務
（人員配置、離
職分析など）

施設

人間

間接業務
（人員配置、離
職分析など）

人工知能

HRテック



人工知能による間接業務 例：離職分析

人工知能

ビックデータ→基本データ

④離職願望の強い社員を優先してフォロー

①社員面談の結果を集計

②退職の可能性が高い不安要
素を学習・特定
③得点化（評価）

事業所

HRテック



具体的な人工知能開発方法・環境づくり
HRテック

ベンチャー
ICT企業の
ノウハウ

介護現場
のニーズ

独自の
システ
ム構築

＋ システムエンジニアの自社雇用

保守・運用

財団法人からの補助金があるので
開発費はそこまで心配なし



①インセンティブ と ②財源

①：人材の有効活用ができる

②：制度改正で介護報酬での加算を導入

→中小企業が人工知能導入するきっかけづくりの一つ

HRテック

A. 中小企業でも導入可能
・マルチデバイスで使用可能
・安価
・財団法人からの補助金公募制度あり

大企業等比較的
資金力ある企業の
み導入可能では？



可能になること＝サービスの質向上

• HRM（ヒューマンリソースマネジメント）を人工知能に
代替させる

サービス質
向上

職員満足度向上

人工知能 職員

利用者

HRテック



介護職員の出身・経緯

大卒（新卒採用）が
少なく、専門学校卒
や高卒、中途採用が
多い

ハローワーク、友人・
知人からの紹介を参
考にする割合が多い

出典 介護職員へのアンケート調査(平成27年)の結果について

広告



マイナビ 医療・福祉ナビ

２．現在 福祉系企業の広告（CM等）

人材派遣会社ネオキャリア

「ナイス！介護(テレビCM)」

広告

人材派遣会社による広告、介護企業の紹介サイト、多業種に
範囲を広げている会社による広告は存在するものの、

介護専門の一企業による独自のメディア進出は乏しい。



老人福祉・介護事業所

出典 老人福祉・介護事業所数[2014年第一位宮崎県] http://todo-ran.com/t/kiji/15452



周辺に比べ、千代田区（オフィスビル街）には
高齢者、福祉施設が少ない

広告



提言２ 介護現場の地位向上 （推奨）

広告（CMなど）を
施設ごとに強化

広告

教育・知る機会
の不足

地理的条件

民間企業・社会福祉法人の
管理部門を

オフィスビルに移転



提言 構成

３ 制度によるICT技術導入支援

（１）介護報酬加算制度

（２）シンボルマーク

1.人工知能（ビックデータ）活用事
業

（１）直接業務→間接業務
（２）介護業界の地位向上

２．ロボット活用事業

ロボット貸与事業と

環境づくり



提言２ ロボット活用事業



２ロボット導入に向けて



国の動き

日本再興戦略

ロボット介護機器開発５ヵ年計画

経済産業省
機器の開発面支援

・ロボット介護機器・導入促進
事業

・ロボット介護機器導入実証事
業

厚生労働省
機器の導入面の支援

・福祉用具・介護ロボット実用
化支援事業
・介護ロボット普及モデル事業



介護ロボット重点分野



介護ロボットの領域

介護支援型

自立支援型
コミュニケー
ション・

セキュリティ型

※公益社団法人かながわ福祉サービス振興会介護ロボット推進本
部公式HP参照



介護ロボット導入のメリット

・介護者

介護者の負担軽減

・被介護者側

介護の質の向上→高齢者の自立支援



介護をする際の介護ロボット利用意向

利用したい 24.7％

どちらかといえば利用したい 35.1％

どちらかといえば利用したくない 19.3％

利用したくない 14.6％

59.8%(小計）の人が利用したいと答えた

出典：「介護ロボットに関する特別世論調査」の概要



介護を受ける際の介護ロボット利用意向

・利用してほしい（小計） 65.1％

・利用してほしい 35.1％

・どちらかといえば利用してほしい 30.0％

・利用してほしくない（小計） 29.3％

・どちらかといえば利用してほしくない 14.9％

・利用してほしくない 14.3％



ロボット 開発側への補助金制度

・ロボット介護機器開発・導入促進事業（開発補助事業）

…開発経費の1/2（中小企業の場合は2/3）。

上限1億円～下限500万円



ロボット 導入側への補助金制度

• 介護ロボット等導入支援特別事業

…平成27年度。1施設・事業所につき上限300万円の補助金

⇒応募の殺到（5,475事業所）による大幅な予算超えで、上限が約93万
に引き下げる

• 介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研究事業

…平成29年度。介護ロボットを導入した場合の介護業務の効率化や負
担軽減効果について実証検証を行うことを目的とした事業（三菱総合
研究所。厚生省老健局から委託）



ロボット 各地域の補助金額

• 東京都：
1機器につき、補助基準額上限20万円（補助率1/2）

• 神奈川県：
ロボットの購入、レンタル、リースの際に最大10万円
を補助

• 埼玉県
： 1機器につき導入経費の2分の1（上限10万円）

• 千葉県：
1台につき補助対象経費の2分の1（限度額10万円）



介護ロボット導入の課題

・開発者と利用者間のミスマッチ
介護現場で使いこなせない・・・①

・コストが大きい・・・②



ロボット受け入れ態勢の強化の必要性

介護ロボット=道具

使い方が重要
介護プログラムへの落とし込み、施設環境の整備が
求められる

人は人が介護
するという考え
が根強い



課題①開発者と利用者間のミスマッチ
介護現場で使いこなせない

介護事業者の受け入れ態勢不足だけでなく…

介護現場のニーズの把握不足が原因
○利用者から開発者へのフィードバックが必要



課題②介護ロボットのコスト

普及率が低いため
単価が高い



現行の自治体による補助金制度の問題点

・部門によって縦割りのため各部門から似たり寄ったりの支
援策が時間差でそれぞれに打ち出されることがある

・金額が少なく申請の手続き負担をするほどの魅力がない

→自治体単位の補助金で申込数が定数に達さない



政策提言②（１）補助金の整備

・現行：縦割り

金額が少なく申請の手続き負担をするほどの魅力
がない（自治体単位の補助金で申込数が定数に達
さない例あり）

自治体で介護ロボット普及支援をする部門を一元
化するべき！

ロボット課を設置し情報と財源を一つに！



政策提言②（２）介護ロボット貸与事業

目的：介護ロボット導入の普及推進

事業所のニーズの把握

業務負担軽減の効果のデータ

概要

・全国で行い、財源は国が負担（交付金）

・介護ロボットの貸与（事業所は１割負担）

・ニーズの把握のため事業所から自治体へロボット
導入によって得られた効果に関するデータを報告



社会福祉法人かながわ福祉サービス振興会
介護ロボット普及推進事業の取り組み

①介護スタッフの負担軽
減の為の介護ロボット導
入計画を作成

②ロボット導入によって
得られた効果に関する
データ（=介護スタッフ
の負担軽減の度合い）を
報告

（補助金を受ける条件）



介護ロボット貸与事業の流れ

• 講演会等 周知活動（導入提案）

• 事業者は介護ロボット導入計画書を自治体に提出

• 自治体による事業者の受け入れ態勢のチェック

• 介護ロボット貸与（事業者は１割負担）

• 自治体にロボット導入で得られた効果を報告



介護ロボット貸与事業

保険者
（市町村）

サービス
事業者

①周知活動

②計画書提出

③受け入れ態勢のチェック

④ロボット貸与

⑤結果報告（フィードバック）



提言 構成

３ 制度によるICT技術導入支援

（１）介護報酬加算制度

（２）シンボルマーク

1.人工知能（ビックデータ）活用事
業

（１）直接業務→間接業務
（２）介護業界の地位向上

２ ロボット事業

ロボット貸与事業と

環境づくり



自立支援型介護を促すことを阻む、

制度の問題

（１）介護報酬加算

介護報酬



介護報酬とは…

事業者が利用者に介護サービスを提供した場合、

その対価として事業者に支払われる報酬

要介護状態を区分し、

それに応じた介護報酬（基本報酬）を設けている

（１）介護報酬加算



要介護度認定基準

要支援１
要介護認定等基準時間が２５分以上３２分未満又は
これに相当すると認められる状態

要支援２
要介護１

要介護認定等基準時間が３２分以上５０分未満又は
これに相当すると認められる状態

要介護２
要介護認定等基準時間が５０分以上７０分未満又は
これに相当すると認められる状態

要介護３
要介護認定等基準時間が７０分以上９０分未満又は
これに相当すると認められる状態

要介護４
要介護認定等基準時間が９０分以上１１０分未満又
はこれに相当すると認められる状態

要介護５
要介護認定等基準時間が１１０分以上又はこれに相
当すると認められる状態

（１）介護報酬加算



要介護度別
施設サービス１人当たりの費用額

厚生労働省 平成 27 年度 介護給付費等実態調査の概況

（１）介護報酬加算



介護報酬の問題点

「要介護度」が重くなるほど介護報酬が高くなるため、

「要介護度」を軽くするインセンティブが事業者に働きにくい

過度な介護が行われ、

利用者の状態の悪化を進めてしまう…

（１）介護報酬加算



介護報酬改定

2018（平成30）年度介護報酬改定から、

自立支援に向けたインセンティブを検討

（未来投資会議2017）

（１）介護報酬加算



2018年介護報酬改定（3月決定予定）

• 介護サービスを受ける人の自立支援で成果を上げた事業者
への介護報酬を手厚くする方針

⇒事業者を通じて利用者の要介護度の改善を促し、

将来的な介護給付費の抑制につなげる

• 自立支援に消極的な事業者への報酬を引き下げる仕組みも
検討

• 介護ロボット（見守りシステム等）の導入にも加算検討
（2017/09/07 日本経済新聞 朝刊 １面）

（１）介護報酬加算



2018年報酬改正の問題点

• 状態の改善が見込めない要介護者を
排除する事業者が出かねない

• 要介護度を下げるには時間がかかる

• 要介護度改善のための無理なケアが
行われるのでは…？

利用者のニーズを把握しない傾向になる？！

（全国老人福祉施設協議会）

（１）介護報酬加算



介護報酬改定の課題

（現行の介護報酬）

• 自立支援に向けたインセンティブが作れていない

（検討されている介護報酬改定）

• 利用者のニーズを把握できていない

（１）介護報酬加算



政策提言

新たな加算基準を設けた
介護報酬の制度

（１）介護報酬加算



加算基準の策定

社会保障費の抑制により、

介護報酬の引き下げの可能性は高い

加算基準をさらに設けることで、
事業者の取り組み次第で
収入を増大できる仕組みに

（１）介護報酬加算



①データベースの構築

ビッグデータの活用

「日本の介護保険には膨大なデータが眠っている」

「もっと活用すべき」（CDI）

介護保険制度で蓄積したデータを活用し、

エビデンスを確立。

「どういう状態の方に、どういったサービスを、どの程度提供
すればよいのか」を解析・明確にする。

（１）介護報酬加算



②加算基準

具体的には…

• 利用者のニーズに添った自立支援のためのサービス

• 先進的なICT活用（提言１，２）

①直接業務

・ハイブリット型のケアプラン作成

・コミュニケーションロボットの導入 等

②経営の効率化

AIを用いて業務の無駄を省くなど、

介護職の待遇改善を図っている

（１）介護報酬加算



③ニーズの把握

(1)利用者やその家族のニーズを把握し、データベース
と照合して適切なケアを行う

例）対話をする機会を設け、要望（「トイレに自分で行けるように
なりたい」）に対し、なぜその要望が実現できていなかったのかを
分析（膝が悪い等の身体的な問題・トイレの構造の問題等）。そ
の上でどのような対応をするか考えていく。

（１）介護報酬加算



自立支援を促す介護報酬加算

自立支援の
インセンティブ

（１）介護報酬加算



シンボルマーク

（１）自立支援に向けて、

（２）ICT（ロボットやAI）を積極的に活用し、

（３）利用者のニーズを満たした良質な

介護サービスの提供を行う

事業者を国から認定。



シンボルマーク

マーク認定を行い、「見える化」することで…

• 利用者が利用したい・介護従事者が働きたいと思う
ための一つの基準となり、事業所の評価をあげるこ
とにつながる

• ICTを利用した自立支援型介護へのインセンティブ
になる



結論

３ 制度

1 人工知能 ２ ロボット

介護現場の課題解決

自立支援達成

１．介護保険費用の増大を抑制
２．介護人材の不足解消



お世話になった方々

• インタビュー先

公益社団法人 かながわ福祉サービス振興会

介護ロボット推進本部 加藤豪様

社会福祉法人 善光会 介護ロボット・人工知能研究室

宮本 隆史様

株式会社 シーディーアイ

大橋翔史様・谷口奈央様・橋本将一様



ご清聴ありがとうございました！


